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【調査目的】
「持続可能な経営」を検討するにあたり、企業経営者の
経営環境に対する認識や今後の見通し、また日々の経
営への取り組みの実態について経時的な変化を含めて
調査する。

【調査内容】
Ⅰ：貴社について
Ⅱ：日本企業全般について
Ⅲ：グローバル化への取り組み
Ⅳ：M&Aについて
Ⅴ：サステナビリティへの取り組み
Ⅵ：人材への取り組み
Ⅶ：コーポレート・ガバナンス

【調査対象】
①東証1・2部上場企業（2087件）
②東証1・2部非上場の経済同友会会員所属企業
（450件）　
計：2537件

【有効回答数】
435件（有効回答率：17.1％）

【調査方法】
郵送調査

【調査期間】
2012年10月～2012年11月

Ⅰ．「企業経営に関するアンケート」
調査結果

「企業経営に関するアンケート」回答企業概要①

株式上場の有無
（n＝435）

日本企業（上場）
82.3％

外資系企業
2.5％日本企業（非上場）

15.2％

経済同友会へのメンバー
所属の有無（n＝435）

所属している
67.1％

所属していない
32.9％
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「企業経営に関するアンケート」回答企業概要②

「企業経営に関するアンケート」回答企業概要③

製造業・非製造業の内訳
（n＝435）

製造業
42.8％

非製造業
57.2％

業種【製造業】
（n＝186）

20％100

食料品

繊維製品

パルプ・紙

化学

医薬品

石油・石炭製品

ゴム製品

ガラス・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

機械

電気機器

輸送用機器

精密機器

その他製品 6.5

1.6

11.8

18.8

13.4

4.3

4.3

1.6

1.1

1.1

1.1

5.4

12.4

2.2

5.9

8.6

業種【非製造業】
（n＝249）

100

水産・農林業

鉱業

建設業

電気・ガス業

陸運業

海運業

空運業

倉庫・運輸関連業

情報・通信業

卸売業

小売業

銀行業

証券・商品先物取引業

保険業

その他金融業

不動産業

サービス業 20.9

4.4

5.6

2.0

3.6

10.0

10.0

12.9

8.8

2.4

0.0

0.8

2.0

2.4

13.7

0.4

0.0

20％

従業員数
（n＝398）

60 80％40200

10,001人
以上

5,001～
10,000人

以下

1,001～
5,000人
以下

301～
1,000人
以下

300人
以下

20.9

12.3

34.9

18.6

13.3

海外売上高比率
（連結）

80％0

50％以上

40％以上
50％未満

30％以上
40％未満

20％以上
30％未満

10％以上
20％未満

10％未満

9.2

5.1

5.6

7.0

9.7

63.3

11.1

5.5

6.3

6.0

12.0

59.0

15.6

5.3

7.8

6.5

12.1

52.6

2007年度（n＝412） 2011年度（n＝415） 2015年度（n＝395）（予想）

20 40 60

外国人持ち株比率
（n＝359）

60 80％40200

50％以上

40％以上
50％未満

30％以上
40％未満

20％以上
30％未満

10％以上
20％未満

10％未満

3.1

2.5

5.3

12.3

21.7

55.2
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Q1.貴社における経営上の重要な課題を5つ以内でお答えください。

Q2.直近の大きな事業環境変化について、次の各項目に対する認識をお答えください。

100％806040200

売上高の増加

利益率の改善

高コスト体質の改善

財務体質の強化

株主への利益還元

研究開発力の強化

販売力の強化

ブランド力の強化

グローバル化への対応
適切なコーポレート・

ガバナンスの確立
買収防衛策の構築

CSR、社会貢献

環境マネジメント

人材育成、人材の確保

スキル・ナレッジの継承

経営理念・ビジョンの徹底

その他

42.4
55.4

70.6
72.2

24.2
25.5

32.0
32.0

11.7
17.2

35.2
29.9

31.8
35.4

27.1
23.2

37.0
45.5

15.1
17.9

1.8
0.5

17.4
14.7

7.0
2.5

74.5
70.6

12.2
7.4

21.1
17.9

1.8
4.6 

2012年度調査（n＝435） 2008年度調査（n＝384）

0 20 40 60 80 100％

2012年度調査（n＝435）

チャンスである 脅威でもありチャンスでもある どちらでもない 脅威である

2008年度調査（n＝384）

【金融危機】

27.0 53.853.815.9

44.5 7.6 44.544.5

3.2

3.4

2012年度調査（n＝435）

2008年度調査（n＝381）

【資源・エネルギー問題】

16.916.9 42.6 18.5 22.022.0

10.210.2 39.6 17.5 32.532.5

100％0 20 40 60 80

チャンスである 脅威でもありチャンスでもある どちらでもない 脅威である

2012年度調査（n＝435）

2008年度調査（n＝381）

【環境問題】

25.925.9 43.2 22.4 8.58.5

28.528.5 48.7 17.5 5.25.2

100％0 20 40 60 80

チャンスである 脅威でもありチャンスでもある どちらでもない 脅威である

売上高の増加

利益率の改善

高コスト体質の改善

財務体質の強化

株主への利益還元

研究開発力の強化

販売力の強化

ブランド力の強化

グローバル化への対応
適切なコーポレート・

ガバナンスの確立
買収防衛策の構築

CSR、社会貢献

環境マネジメント

人材育成、人材の確保

スキル・ナレッジの継承

経営理念・ビジョンの徹底

その他

57.0
53.2

67.9
78.0

22.5
29.6

34.1
29.0

18.9
15.1

12.4
53.2

38.6
31.2

26.9
18.3

34.1
60.8

20.1
15.1

0.4
0.5

14.9
14.5

2.0
3.2

78.7
59.7

8.0
6.5

22.5
11.8

6.0
2.7

製造業（n＝186） 非製造業（n＝249）

100％806040200

Ⅰ.回答企業の状況について
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Q3（1）.「世界的な金融危機」への対応について、それぞれ貴社に当てはまるもののうち重要なものから５つ以
内でお答えください。

Q3（2）.「資源・エネルギー問題」への対応について、それぞれ貴社に当てはまるもののうち重要なものから５
つ以内でお答えください。

全体
（n＝420）

80%6040200

収益性の低い事業の縮小、撤退

新規事業への進出

進出拠点の見直し、縮小

新たな拠点への進出、出店

Ｍ＆Ａ

商品、サービスへの価格転嫁

原価低減活動

業務の外部委託

流通形態の見直し

設備投資抑制

積極的な設備投資

研究開発投資の抑制

積極的な研究開発投資

代替技術・エネルギーの開発・活用

雇用あるいは賃金調整

積極的な人材採用

人材育成への投資

特にない

その他 5.0

14.5

17.1
6.7

14.5

2.6

5.5

2.1
1.7

24.0

6.2

6.4

8.8

24.5

48.8

20.0

18.3

23.3

35.2

製造業
（n＝183）

80％6040200

3.8

5.5

10.9

2.7

16.4

2.7

8.7

4.4

1.6

35.5

8.2

6.0

66.1

10.9

23.5

19.1

25.1

20.2
45.4

非製造業
（n＝237）

80％6040200

5.9 

21.5

21.9

9.7

13.1

2.5

3.0

0.4

1.7

15.2

4.6

6.8

35.4

7.2

25.3

20.7

13.1

25.7

27.4

全体
（n＝418）

収益性の低い事業の縮小、撤退

新規事業への進出

進出拠点の見直し、縮小

新たな拠点への進出、出店

Ｍ＆Ａ

商品、サービスへの価格転嫁

原価低減活動

業務の外部委託

流通形態の見直し

設備投資抑制

積極的な設備投資

研究開発投資の抑制

積極的な研究開発投資

代替技術・エネルギーの開発・活用

雇用あるいは賃金調整

積極的な人材採用

人材育成への投資

特にない

その他

60%40200

5.5

16.3
15.1

4.5
3.1

36.6
17.5

1.0

10.0

5.7

6.5

5.0

42.3

13.6

9.1

11.5

5.7

32.1

13.2

製造業
（n＝182）

60％40200

4.4

8.2

9.9

3.8

3.3

46.7

31.3

1.1
12.6

7.1

6.6

3.3

54.9

17.0

8.8

15.4

7.7

36.8

16.5

非製造業
（n＝236）

60％40200

6.4

22.5

19.1

5.1
3.0

28.8

6.8

0.8
8.1

4.7

6.4

6.4

32.6

11.0

9.3

8.5

4.2

28.4

10.6
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Ｑ４．環境問題に対する取り組みとして意識的に行っているもの全てをお答えください。

Ｑ５． 10年後にも競争力を持つために日本企業が取り組む必要がある課題を重要なものから５つ以内でお答え
ください。

全体

80 100％6040200

その他

特にない

ゼロエミッション活動

省エネ

緑化の推進

環境会計制度の導入

環境報告書の開示

環境負荷の少ない製品・
サービスの提供

ISO14000の取得
（もしくは取得準備）

グリーン調達
（低環境負荷資材の購入）

地球温暖化への対策
（CO2排出削減等） 63.5 

71.3

8.1 

1.6

46.8

86.6

41.4

27.4

55.9

72.6

67.7

60.2

80.6

15.8 

6.9

12.1

84.2

27.9

9.3

23.9

46.2

36.0

37.2

55.5
66.3

49.1 
50.4
47.1

59.6 
59.8

49.7

52.8 
60.3
57.5

38.6 
41.0
37.6

14.4 
18.3
17.1

30.4 
27.4
33.7

79.8 
80.9
85.2

26.0 
25.6
27.0

2.9 
4.4
4.6

3.1 
8.4
12.5

80 100％6040200 80 100％6040200

2012年度調査（n＝433） 2009年度調査（n＝364） 2008年度調査（n＝364）

製造業
（2012年度調査n＝186）

非製造業
（2012年度調査n＝247）

2012年度調査
（n＝431、5つ以内で選択）

2009年度調査
（n＝390、5つ以内で選択）

製造業（n＝186）
非製造業（n＝245）

2008年度調査
（n＝382、3つ以内で選択）

80％6040200 80％6040200

イノベーション

労働力の確保

人材の能力向上

優れた経営者・
リーダー育成（獲得）

国際標準の確立

コスト競争力の強化

資源ひっ迫への対応

独自性の高い製品・
サービスの創出
ブランドの確立、
ブランド力の強化

グローバル化への対応

コーポレート・
ガバナンスの強化

財務体質の強化

積極的なIRの展開

産官学の連携強化

CSRの取り組み
（環境問題対応を含む）

その他

イノベーション

労働力の確保

人材の能力向上

優れた経営者・
リーダー育成（獲得）

国際標準の確立

コスト競争力の強化

資源ひっ迫への対応

独自性の高い製品・
サービスの創出
ブランドの確立、
ブランド力の強化

グローバル化への対応

コーポレート・
ガバナンスの強化

財務体質の強化

積極的なIRの展開

産官学の連携強化

CSRの取り組み
（環境問題対応を含む）

その他

57.9
61.5
66.1

6.8
11.3
9.7

40.3
63.6

57.3

35.1
50.0
55.5

2.9
11.3
12.5

22.5
45.1
47.3

7.9
9.2
8.1

44.5
64.9

58.9

11.3
26.7
27.6

34.0
60.8

68.9

5.2
16.2

8.1

11.0
22.6

16.2

1.0
1.5
2.3

4.7
10.3
13.9

9.2
19.7

4.6

0.5
1.5
1.9

63.3
69.9

12.7
5.9

61.2
52.2

59.2
50.5

12.7
12.4

36.3
61.8

10.2
5.4

55.5
63.4

25.7
30.1

63.7
75.8

11.0
4.3

16.7
15.6

2.9
1.6

15.1
12.4

6.1
2.7

2.4
1.1

Ⅱ.日本企業全般について
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Q6.今後の日本経済は何を強みとしていくべきだと思いますか。重要なものから3つ以内でお答えください。

Ｑ７． しばしば「日本の強みはものづくり」と言われます。ものづくりは今後も日本の強みであり続けると思いま
すか。

80.1
62.2

56.4

10.8
6.2
7.0

65.9
66.1

39.4

9.3
15.3

56.6
54.5

14.7
12.3

8.4

67.5
52.7

64.3

23.1
12.9

22.0

9.4
4.4
7.4

12.3
5.7
10.7

0.5
1.0
1.6

50.2
64.5

11.0 
1.6

36.3
43.5

17.6
12.4

53.1
56.5

10.6
5.4

62.4
66.7

27.8
14.5

9.4
4.8

10.6
10.8

2.0
1.1

2012年度調査（n＝431） 2009年度調査（n＝389） 2008年度調査（n＝381） 製造業（n＝186） 非製造業（n＝245）

ものづくり

100％80604020 100％806040200

金融・サービス

環境技術

医療・介護サービス

アジア経済の
成長取り込み

ITの活用

高付加価値化の力

細部への気配りなど
独自の精神に
基づくサービス

エンターテイメントなどの
コンテンツ

一つの産業分野に
偏らないバランス

その他

ものづくり

0

金融・サービス

環境技術

医療・介護サービス

アジア経済の
成長取り込み

ITの活用

高付加価値化の力

細部への気配りなど
独自の精神に
基づくサービス

エンターテイメントなどの
コンテンツ

一つの産業分野に
偏らないバランス

その他

2012年度
調査

（n＝431）

0 20 40 60 80 100％ 20 40 60 80 100％

Q9へQ8へ

2009年度
調査

（n＝379）

2008年度
調査

（n＝382）

2007年度
調査

（n＝213）

そう思う ややそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない そう思わない

0

製造業
（n＝186）

非製造業
（n＝245）

62.962.9

54.354.3 25.7 9.4 8.28.2

21.5 8.6

58.058.0 23.9 9.0

57.857.8 24.2

73.373.3 20.2 4.5

66.766.7 26.3

12.3

7.0 2.1

3.1

2.6

1.3 0.8

2.3 4.7

1.6

5.4

2.4

そう思う ややそう思う どちらとも言えない

あまりそう思わない そう思わない
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Ｑ８． Ｑ７．にて「そう思う、ややそう思う、どちらともいえない」のいずれかを回答された企業に伺います。日本が
「ものづくり」を今後も維持していくためには、どのような対応が必要ですか。重要なものから3つ以内でお
答えください。

Ｑ９． Ｑ７．にて「あまりそう思わない、そう思わない」のいずれかの回答をされた企業に伺います。日本の「もの
づくり」が今後、強みでなくなる理由として当てはまるものを３つ以内でお答えください。

34.2
32.4
33.4

78.5
75.7
77.3

74.4
79.2

76.5

1.8
4.0
2.8

31.1
35.8

33.2

26.0
24.9
25.5

3.7
9.2

6.1

全体（n＝392） 非製造業（n＝219）製造業（n＝173）

学校教育における理科教育の充実

0 20 40 60 80 100％

蓄積されたノウハウ・技術の伝承

グローバルに通用する新技術の開発

ノウハウの海外拠点への移転

法人税の減税

日本政府によるFTA、EPA等の締結国拡大

その他

2012年度調査 （n＝39） 2009年度調査（n＝22）

学校教育における理科
教育のレベル低下

ノウハウ・技術を伝承
する若手の不足

新興国の台頭による
安価な商品の広まり

国際分業による日本の
優位性の低下

生産拠点の海外移転に
よる国内空洞化

その他

100％806040200

22.7

10.3

50.0

28.2

77.3

71.8

50.0

64.1

59.1

74.4

9.1

12.8

製造業（n＝13） 非製造業（n＝26）

学校教育における理科
教育のレベル低下

ノウハウ・技術を伝承
する若手の不足

新興国の台頭による
安価な商品の広まり

国際分業による日本の
優位性の低下

生産拠点の海外移転に
よる国内空洞化

その他

100％806040200

15.4

0.0

26.9

30.8

76.9

61.5

57.7

76.9

73.1

76.9

11.5 

15.4
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Ｑ10． 外資系企業の方に伺います。日本企業はグローバル化を促進する上で、日本企業の課題点として重要な
ものから3つ以内でお答えください。

Ｑ11．グローバル化の推進にあたっての貴社の課題を重要なものから３つ以内でお答えください。

グローバルに通用する製品・サービスの創出

グローバル化を推進する人材の確保・育成

グローバル化を推進する経営トップの確保・育成

海外拠点（研究・開発、生産、販売）設立

グローバルでの仕組み・制度の一体化

グローバルでの経営理念・ビジョンの徹底

海外拠点との人材の交流

意思決定や実行などの経営スピード

その他 9.1

27.3

18.2

0.0

27.3

0.0

90.9

63.6

45.5

外資系企業（n＝11)

100％806040200

2012年度調査（n＝420） 2009年度調査（n＝381） 2008年度調査（n＝380）

既にある製品・サービスの輸出
（海外での提供）

グローバルに通用する製品・
サービスの創出

グローバル化を推進する人材
の確保・育成

海外拠点（研究・開発、
生産、販売）の設立

グローバルでの仕組み・
制度の一体化

グローバルでの経営理念・
ビジョンの徹底

海外拠点との人材の交流

特にない

その他

17.1
15.7
16.7

41.8
51.7
48.8

73.2
79.0
79.5

19.5
29.4
26.4

24.5
23.1
23.6

25.5
25.2

18.6

17.6
10.8
14.5

12.4
7.9
9.3

1.6
3.9
3.1

100％806040200

製造業（n＝185） 非製造業（n＝235）

16.6
16.8

35.7
65.4

73.2
87.6

23.0
30.8

19.1
29.2

13.6
24.9

15.3
13.5

16.2
0.5

3.8
2.2

既にある製品・サービスの輸出
（海外での提供）

グローバルに通用する
製品・サービスの創出

グローバル化を推進する
人材の確保・育成

海外拠点（研究・開発、
生産、販売）の設立

グローバルでの仕組み・
制度の一体化

グローバルでの経営理念・
ビジョンの徹底

海外拠点との人材の交流

特にない

その他

100％806040200

Ⅲ．グローバル化への取り組み
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Ｑ12． 今後の企業活動において重要と思われる地域を3つお答えください。また、その理由について、3つ以内
でお答えください。

Ｑ13．貴社にとってグローバル化した企業の姿は、どのようなものですか。

製造業（n＝183） 非製造業（n＝222）全体（n＝405）

北米

中南米

欧州

ロシア

東アジア

東南アジア

南アジア

中東

アフリカ

オセアニア

その他

40.1
42.6
41.2 

8.6
27.3

17.0

13.5
18.0
15.6

1.8
4.4
3.0

58.6
62.8
60.5

85.1
83.6
84.4

31.5
31.7
31.6

5.4
5.5
5.4

2.3
2.7
2.5

5.0
5.5
5.2

4.5
2.2
3.5

100％806040200

20 40 60 70 80％0

全体（n＝412） 製造業（n＝184） 非製造業（n＝228）

35.1

65.8

48.8

26.8

28.8

27.7

14.0

4.3

9.7

24.1

1.1 

13.8

バリューチェーンを世界に
展開し、経営資源を最適分
配することで、グローバル
レベルで収益を最適化して
いる。

日本の強みを生かすために、
バリューチェーンの一部を
除いて国内を中心に活動
し、差異化された製品・サ
ービスによりグローバルレ
ベルで収益を最適化してい
る。

国内を中心に活動するが、
サプライチェーンにおいて
収益に影響を受ける。

「グローバル化」とは関係
がない。

地域の選択理由上位3位

地域
（1位～3位）

1位 2位 3位
項目 件数 項目 件数 項目 件数

1.東南アジア
市場が大きい
（もしくは今
後拡大する）

240
日本の製品・サービ
スを積極的に受け入
れる土壌がある

39
安価な労
働力を確
保できる

38

2.東アジア
市場が大きい
（もしくは今
後拡大する）

223
日本の製品・サービ
スを積極的に受け入
れる土壌がある

8
安価な労
働力を確
保できる

6

3.北米
市場が大きい
（もしくは今
後拡大する）

123 デファクトスタンダードを持っている 13

新技術を
創出する
可能性
がある

12
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Ｑ14（１）. グローバルに事業を展開されている企業にお尋ねします。次の各項目について、それぞれお答えく
ださい。

Ｑ14（2）. グローバルに事業を展開されている企業にお尋ねします。グローバル市場競争で、貴社の競争力を
高めるために重要なことを３つ以内でお答えください。

36.436.442.514.66.56.5

28.628.647.917.65.95.9

37.437.435.621.05.95.9

38.138.143.811.96.26.2

29.429.447.917.25.55.5

32.432.437.421.98.28.2

37.337.339.614.28.88.8

26.526.547.120.26.36.3

30.630.640.218.710.510.5

31.331.345.915.86.96.9

26.226.241.826.25.95.9

27.927.941.122.88.28.2

30.830.833.823.511.911.9

20.820.835.632.611.011.0

25.125.131.126.517.417.4

世界共通のポリシー（基準）で運用している

基本的には世界共通のポリシー（基準）で運用しているが、
一部を各地域で独自に運営している

一部を除いて、基本的には各地域独自のポリシー（基準）
で運用している

各地域独自のポリシー（基準）で運用している

2012年度調査（n＝261）

2009年度調査（n＝238）

2008年度調査（n＝219）

【人材採用】
100％806040200

2012年度調査（n＝260）

2009年度調査（n＝238）

2008年度調査（n＝219）

【報酬体系】
100％806040200

2012年度調査（n＝260）

2009年度調査（n＝238）

2008年度調査（n＝219）

【人材評価】
100％806040200

2012年度調査（n＝259）

2009年度調査（n＝237）

2008年度調査（n＝219）

【人材育成】
100％806040200

2012年度調査（n＝260）

2009年度調査（n＝236）

2008年度調査（n＝219）

【外国人幹部の登用】
100％806040200

100%806040200

全体（n=268） 製造業（n＝157） 非製造業（n＝111）

製品・サービスの
高付加価値化

知財・ノウハウの
流出防止

イノベーションの創出

経営スピードの向上

グローバル市場での
情報収集能力

グローバルサプライ
チェーンの構築

ICTの活用

進出国の規制対応

コスト競争力

ビジネスモデルの創出

粘り強い取り組み

その他

56.5 77.3
73.1 48.0

63.860.9

55.9
66.9

62.3

1.8
5.7
4.1

20.7
24.2
22.8

29.7
36.3
33.6

45.0
27.4

34.7

16.2
31.2

25.0

2.7
0.6
1.5

19.8
4.5
10.8

26.1
63.1

47.8

34.2
21.0
26.5

9.9
5.7
7.5

6.3
5.1
5.6

6.5
4.5 0.012.0

2.13.3

30.4
31.830.8 16.019.1

16.3

47.8
54.538.5 32.029.8

26.1

34.8
18.2 15.440.0 36.242.4

26.1
31.8

46.2
28.0 23.4

16.3

2.2 0.0
0.0 0.02.1
2.2

6.5
4.5 0.08.0

21.3
14.1

60.9
63.6 53.880.0

46.827.2

13.0
9.115.4

16.031.9
38.0

0.0 0.07.7
8.0 2.115.2

6.5 0.07.7 4.04.3
7.6

製品・サービスの
高付加価値化

知財・ノウハウの
流出防止

イノベーションの創出

経営スピードの向上

グローバル市場での
情報収集能力

グローバルサプライ
チェーンの構築

ICTの活用

進出国の規制対応

コスト競争力

ビジネスモデルの創出

粘り強い取り組み

その他

10％未満（n＝92）
10％以上、20％未満（n＝47）

〈2011年度海外売上高比率〉

20％以上、30％未満（n＝25）
30％以上、40％未満（n＝26）
40％以上、50％未満（n＝22）
50％以上（n=46）

100%806040200
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Ｑ14（3）． グローバルに事業を展開されている企業にお尋ねします。「海外関係会社の人事」についてお答え
下さい。

Ｑ14（4）． グローバルに事業を展開されている企業にお尋ねします。「グローバルに企業理念やビジョンを浸透
させる取り組み」についてお答え下さい。

0 20 40 60 80 100％

11.711.76.371.910.210.2

12.012.07.663.017.417.4

8.78.76.573.910.910.9

8.08.012.068.012.012.0

11.511.53.884.6

0.0

9.19.1

0.0

90.9

0.0

17.817.84.473.34.44.4

全体（n=256）

10%未満（n=92）

10%以上、20%未満（n=46）

20%以上、30%未満（n=25）

30%以上、40%未満（n=26）

40%以上、50%未満（n=22）

50%以上（n=45）

〈2011年度海外売上高比率〉

本国本社による集権的な
人事を行っている

各地域別に人事が行われているが、
海外トップマネジメントのみ本国
本社で行っている

各地域別に人事が
行われている

基本的に各地域に権限が
移譲されているが、本国
本社のスタッフがサポー
トしている

0 20 40 60 80 100％

5.45.427.03.961.061.0

9.69.630.94.354.354.3

8.74.34.319.6

0.0

67.467.4

4.04.04.04.040.0

0.0

52.052.0

3.83.826.93.865.465.4

13.69.177.377.3

26.16.563.063.0

企業理念やビジョンを明文化し、浸透させるための具体的な取り組みを関連部署だけでなくトップ自ら積極的に行っている

企業理念やビジョンを明文化し、浸透させるための取り組みは関連部署がグローバルに共通して行っているが、トップは関与していない

企業理念やビジョンを明文化しているが、浸透させるための具体的な取り組みは各地域に委ねられている

企業理念やビジョンを明文化しているが、浸透させるための取り組みはしていない

企業理念やビジョンを明文化していない

0.0

1.1

0.0

2.2 0.0

2.7

2.2

全体（n=259）

10%未満（n=94）

10%以上、20%未満（n=46）

20%以上、30%未満（n=25）

30%以上、40%未満（n=26）

40%以上、50%未満（n=22）

50%以上（n=46）

〈2011年度海外売上高比率〉
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Ｑ15（1）． グローバルに事業を展開されていない企業にお尋ねします。今後の事業展開に際して、グローバル
化の影響を受けると感じますか。

Ｑ15（2）． グローバルに事業を展開されていない企業で、上記（１）にて「影響を受ける」とお答えになった企業
にお尋ねします。グローバル化への具体的な対応策として検討されていることを全てお答え下さい。

2012年度調査（n＝164）

2009年度調査（n＝155）

2008年度調査（n＝123）

0 20 40 60 80 100％

ポジティブな
影響を受ける

ポジティブにもネガティブにも
影響を受ける

ネガティブな
影響を受ける

影響は
受けない

Q15（2）へ

26.226.2

22.622.6

26.026.0

3.0

3.9

10.6

50.6

47.7

48.8

20.120.1

25.825.8

14.614.6

80％6040200

2012年度調査（n＝118） 2009年度調査（n＝117） 2008年度調査（n＝91）

事業の海外展開

M&A（国内、海外企業とも）

事業の多極化

事業分野の集中

人員のリストラ

コストダウン

特にない

その他

39.6
55.6

64.4

18.7
28.2
29.7

14.3
12.8

19.5

17.6
15.4

11.9

3.3
2.6

0.8

26.4
23.1
24.6

18.7
9.4
9.3

2.2
12.0

9.3
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Ｑ16． 日本企業のグローバル化の進展に伴い、「日本人としてのアイデンティティー」が求められると思います
か。

0 20 40 60 80 100％

6.76.714.922.154.654.6

5.45.413.024.255.655.6

4.214.614.614.616.750.050.0

8.38.316.725.050.050.0

3.819.215.461.561.5

4.34.321.713.060.960.9

8.78.717.423.950.050.0

そう思う ややそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない

0.0

0.0

1.8

1.8

0.0

0.0

合計（n＝390）

10%未満（n＝223）

10%以上、20%未満（n＝48）

20%以上、30%未満（n＝24）

30%以上、40%未満（n＝26）

40%以上、50%未満（n＝23）

50%以上（n＝46）

〈2011年度海外売上高比率〉

2012年度調査（n＝270） 2009年度調査（n＝235）

2008年度調査（n＝240） 10%未満（n＝131） 10%以上、20%未満（n＝37）
〈2011年度海外売上高比率〉

20%以上、30%未満（n＝21）

30%以上、40%未満（n＝17） 40%以上、50%未満（n＝21） 50%以上（n＝33）

国内企業同士の
Ｍ＆Ａ

国内企業と
外資系企業との

Ｍ＆Ａ

外資系企業同士の
Ｍ＆Ａ

90.0

86.4

83.7

31.7

41.3

44.8

4.2

6.0

8.1

国内企業同士の
Ｍ＆Ａ

国内企業と
外資系企業との

Ｍ＆Ａ

外資系企業同士の
Ｍ＆Ａ

66.7
76.5
85.7
83.8
89.3
83.8

84.8
88.2

52.4
45.9

22.9
44.6

15.2
0.0
4.8
10.8
4.6
7.3

0100％80604020 100％806040200

Ｑ17（1）． 過去Ｍ＆Ａを実施した企業にお尋ねします。実施したＭ＆Ａの形態について、当てはまるものを全て
お答えください。

Ⅳ．M&Aについて

172



Ｑ17（2）． 過去Ｍ＆Ａを実施した企業にお尋ねします。Ｍ＆Ａを実施した目的について、当てはまるものを全て
お答えください。

Ｑ17（3）． 過去Ｍ＆Ａを実施した企業にお尋ねします。Ｍ＆Ａを成功させるために求められることについて、当
てはまるものを重要なものから３つ以内でお答えください。

100％8040 60200

2012年度調査（n＝270） 2009年度調査（n＝236） 2008年度調査（n＝281）

市場シェアの拡大

販売網の拡大

自社にない技術の補完

コストダウン

海外進出への
橋頭堡構築

新規分野への進出

事業多角化の推進

過当競争からの脱却

優秀な人材獲得

その他

69.7
61.982.4

70.0 56.8
59.8

60.6
61.9

64.7
60.0

54.1
43.9

57.6
90.5

76.5
45.0 37.8

39.4

15.2
23.8

35.3
25.0 21.6

16.7

27.3
33.341.2
40.0

37.8
14.4

45.5
52.4

29.4
20.021.6

33.3

27.3
42.9

35.3
25.0

21.6
28.8

6.1
9.511.8
5.08.1

6.8

24.2
19.0

23.5
15.016.2

14.4

3.0
4.8

0.05.0
10.8

3.0

58.0
55.1

63.7

37.7
42.8

51.9

53.4
46.2
48.1

17.4
15.7
20.7

17.4
24.6
24.1

37.0
37.3

33.0

25.6
33.5
30.4

13.2
9.7
7.4

17.8
13.6
16.3

2.8
2.5
4.4

市場シェアの拡大

販売網の拡大

自社にない技術の補完

コストダウン

海外進出への
橋頭堡構築

新規分野への進出

事業多角化の推進

過当競争からの脱却

優秀な人材獲得

その他

100％8040 60200

10%未満（n＝132）
10%以上、20%未満（n＝37）

〈2011年度海外売上高比率〉

20%以上、30%未満（n＝20）
30%以上、40%未満（n＝17）
40%以上、50%未満（n＝21）
50%以上（n＝33）

27.9
45.8

34.9

45.7
55.5

41.9

60.5
69.5
69.5 

26.1
47.9

22.4 

20.7
34.7

23.5 

40.2
61.4

46.3 

37.3
58.9

36.0 

7.2
19.9

6.6 

1.4
2.1
1.5 

経営理念・ビジョン

迅速な意思決定と実行

相手企業の的確な選定

相手先従業員との
コミュニケーション

マネジメントの統合

トップのリーダーシップ

異なる企業文化への対応

優秀な人材獲得

その他

経営理念・ビジョン

迅速な意思決定と実行

相手企業の的確な選定

相手先従業員との
コミュニケーション

マネジメントの統合

トップのリーダーシップ

異なる企業文化への対応

優秀な人材獲得

その他

100％8040 60200

2012年度調査
（n＝272、3つ以内で回答）

2009年度調査
（n＝236、複数回答）

2008年度調査
（n＝276、3つ以内で回答）

10%未満（n=133）
10%以上、20%未満（n=37）

〈2011年度海外売上高比率〉

20%以上、30%未満（n=21）
30%以上、40%未満（n=17）
40%以上、50%未満（n=21）
50%以上（n=33）

100％8040 60200

33.3 
28.6 29.4 

33.3 
35.1 
34.6 

36.4 
61.9 

41.2 
52.4 

40.5 
39.8 

81.8 
76.2 

64.7 66.7 
75.7 

67.7 

18.2 
9.5 

17.6 
14.3 

16.2 
27.8 

21.2 
19.0 

29.4 
9.5 

27.0 
25.6 

39.4 
52.4 

41.2 
71.4 

51.4 
40.6 

54.5 
42.9 

58.8 
38.1 35.1 

28.6 

9.1 
0.0 

5.9 
4.8 

5.4 
6.8 

0.0 
0.0 

0.0 
0.0 

2.7 
2.3 
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Ｑ17（4）． 過去Ｍ＆Ａを実施した企業にお尋ねします。Ｍ＆Ａを実施した後で、苦労されている点、課題点など
があれば、当てはまるものを重要なものから３つ以内でお答えください。

80％6040200 80％6040200

主導権争い

戦略の融合

企業文化の融合

過度の譲歩

人材流出、
モチベーション低下

人員整理

システム統合

プロセスの標準化

意思決定の遅れ

その他

4.7 
5.4 
3.4 

35.6 
31.5 
35.2 

69.1 
77.5 

65.1 

5.2 
6.8 

2.3 

22.3 
19.8 

9.2 

11.6 
14.4 

10.7 

34.8 
35.6 
39.1 

27.5 
36.0 
38.7 

7.3 
11.7 
10.0 

1.7 
6.3 
7.7 

主導権争い

戦略の融合

企業文化の融合

過度の譲歩

人材流出、
モチベーション低下

人員整理

システム統合

プロセスの標準化

意思決定の遅れ

その他

2012年度調査（n＝261） 2009年度調査（n＝222） 2008年度調査（n＝233）

3.2
0.05.9
0.02.8

3.9

35.5
45.0

52.9
33.3

47.2
28.3

51.6
65.0

76.5
76.2

80.6
58.3

3.2
0.0

5.9
0.02.8

2.4

9.7
10.0

5.99.5
8.310.2

16.1
15.0 5.99.5

11.1
10.2

35.5
35.0 29.4

28.6
27.8

46.5

45.2
50.0

41.2
33.3 33.3
37.0

12.9
0.011.8
23.8

8.3
9.4

9.7
5.0

5.9
4.88.3

8.7

10%未満（n＝127）
10%以上、20%未満（n＝36）

〈2011年度海外売上高比率〉

20%以上、30%未満（n＝20）
30%以上、40%未満（n＝17）
40%以上、50%未満（n＝20）
50%以上（n＝31）

30％20100

2012年度調査全体（n＝424） 2012年度調査製造業（n＝181） 2012年度調査非製造業（n＝243）

①「GDP（国内総生産）」の向上

②「GNI（国民総所得）」の向上

③「GNP（国民総生産）」の向上

④幸福度の向上

⑤「省エネ・省資源での
生活の質」の向上

⑥「技術力」の向上

⑦「持続可能性」の向上

①～⑦の組み合わせ

その他

21.0
17.7

19.6

8.2
8.3
8.3

4.9
3.3
4.2

11.9
5.0

9.0

8.6
7.2
8.0

9.1
9.9
9.4

24.7
23.2
24.1

8.2
22.1

14.2

3.3
3.3
3.3

Ｑ18． 日本は「成熟した社会」であると言われることがありますが、このような日本の「成長」とは何であると思
いますか。

Ⅴ．サステナビリティへの取り組み
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Ｑ19．�グローバルレベルで地球や社会のサステナビリティの危機に強く影響を与えている問題について、重要
であると考えるものを3つ以内でお答えください。

Ｑ20．サステナビリティに対する取り組みとして、貴社で意識的に取り組んでいる問題を全てお答えください

80％6040200

全体（n＝432） 製造業（n＝186） 非製造業（n＝246）

資源枯渇問題

エネルギー問題

地球温暖化

人口問題

食糧問題

水問題

生物多様性問題

環境問題

都市問題

人権問題

高齢化問題

その他

35.4
37.6

36.3

61.8
63.4
62.5

30.5
34.4

32.2

41.5
36.6

39.4

27.2
27.4
27.3

10.2
9.1
9.7

2.0
3.2
2.5

37.8
44.1

40.5

1.6
1.1
1.4

5.3
3.8
4.6

26.0
25.8
25.9

3.3
0.0
1.9

80％6040200

合計（n＝404） 製造業（n＝181） 非製造業（n＝223）

資源枯渇問題

エネルギー問題

地球温暖化

人口問題

食糧問題

水問題

生物多様性問題

環境問題

都市問題

人権問題

高齢化問題

その他

11.7
27.6

18.8

60.1
72.9

65.8

40.4
56.4

47.5

2.2
2.2
2.2

6.7
9.4

7.9

6.3
15.5

10.4

9.0
20.4

14.1

62.3
74.0

67.6

8.1
2.8
5.7

9.0
9.9
9.4

30.5
28.2
29.5

3.1
3.3
3.2
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Ｑ21．�昨今、サステナビリティの危機の解決の主体として、企業に対する期待が一層高まっている側面がありま
す。これについて、どのような考えをお持ちですか。

Ｑ22．�地球や社会のサステナビリティの危機の解決のために、企業が定量化して管理すべきであると思うもの
を全てお答えください。

2012年度調査（n＝428）

2009年度調査（n＝427）

2.6

5.65.6

6.8

8.2

26.2

41.7

64.564.5

44.544.5

企業は、社会問題の解決に役割を果た
していくべきと考えており、そのよう
な経営に取り組んでいる

企業は、社会問題の解決に役割を果たし
ていくべきと考えてはいるが、そのような
経営に取り組んでいるわけではない

企業の役割は、経済価値の最大化に専
念することである。社会問題の解決を
企業に期待されても対応は難しい

企業は、社会問題の解決に
役割を果たしていくべきと
考えており、そのような経
営に取り組んでいる

企業は、社会問題の解決に
役割を果たしていくべきと
考えてはいるが、そのよう
な経営に取り組んでいるわ
けではない

企業の役割は、経済価値の
最大化に専念することであ
る。社会問題の解決を企業
に期待されても対応は難し
い

その他

その他

10%以上、20%未満（n＝50）

40%以上、50%未満（n＝23）

10%未満（n＝241）

30%以上、40%未満（n＝26）
20%以上、30%未満（n＝25）

50%以上（n＝46）

0 20 40 60 80 100％

100％0 20 40 60 80

76.1
87.0

73.1
60.0

68.0
57.3

13.0
13.0

23.1
32.0

18.0
32.4

4.3
0.0

3.8
4.0

10.0
8.3

6.5
0.0
0.0

4.0
4.0

2.1

〈2011年度海外売上高比率〉

全体（n＝426） 製造業（n＝184） 非製造業（n＝242）

0 20 40 60 80 100％

その他

より信頼される企業への努力

ステークホルダー満足度の向上

人々の役に立つ製品・
サービスの開発・生産

QOL向上への貢献

社会的課題の解決に
対する貢献

調達を通じての
環境負荷削減の貢献

グローバル化を推進する
人材の確保・育成

グローバルに通用する製品・
サービスの創出 72.3

83.7
77.2

71.1
74.5
72.5

33.9
52.2

41.8

31.0
25.5
28.6

14.9
19.0
16.7

38.8
53.3

45.1

26.0
35.3

30.0

40.9
39.1
40.1

1.2
3.3
2.1
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Ｑ23．�企業評価にあたっては、企業がより透明性を高め、ネガティブ情報も含めて必要な情報を開示する必要
があると言われています。貴社では、特に非財務面（環境面や社会面での取り組みなど）に関する情報開
示について、今まで以上に透明性・コミュニケーションを高める必要があると思いますか。

Ｑ24．�ネガティブ情報も含めて必要な情報を開示することの意義として重要なものを3つ以内でお答えください。

100％80604020

100％80604020

0

2012年度調査（n＝427）

2009年度調査（n＝422）

20.0

17.0

はい いいえ

製造業（n＝185）

非製造業（n＝242）

80.080.0

83.083.0

19.5

20.7

80.580.5

79.379.3

はい いいえ

0

100％806040200

ステークホルダ－からの信頼・信用が増す

企業の業務プロセスが適正になる

企業のガバナンスが有効に機能する

不祥事などのリスクの未然防止につながる

長期的に企業価値が向上する

その他

81.4
81.6
81.5

16.5
20.5
18.3

58.3
52.4
55.7

38.8
38.4
38.6

54.5
63.2

58.3

1.2
1.1
1.2

全体（n＝427） 製造業（n＝185） 非製造業（n＝242）
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Ｑ25．�グローバル化時代に求められる日本の経営トップの資質について、重要なものから3つ以内でお答えく
ださい。

Ｑ26．経営トップのリーダーシップについて、重要なものから3つ以内でお答えください。

80％6040200

全体（n＝430） 日本企業（n＝419） 外資系企業（n＝11）

リーダーシップ

スピード

先見性

グローバルコミュニケーション力

判断力・決断力

マネジメント力

リスク対応能力

独創性

理念の実現に対する熱意

忍耐力・粘り強さ

変革力

その他

72.7
66.8
67.0

63.6
38.4
39.1

27.3
36.3
36.0

18.2
19.3
19.3

18.2
46.8
46.0

18.2
13.8
14.0

18.2
21.5
21.4

0.0
5.0
4.9

18.2
18.9
18.8

0.0
4.5
4.4

36.4
20.5
20.9

0.0
0.5
0.5

60％40200

全体（n＝429） 日本企業（n＝418） 外資系企業（n＝11）

統率力

マネジメント力

実行力

論理力

構想力

人間力

行動力

コミュニケーション力

包容力

決断力

先見性

その他

27.3
45.0
44.5

9.1
22.0
21.7

45.5
33.0
33.3

0.0
1.9
1.9

45.5
15.3
16.1

27.3
29.4
29.4

0.0
9.8
9.6

27.3
17.7
17.9

9.1
2.4
2.6

54.5
49.8
49.9

27.3
34.4
34.3

27.3
28.9
28.9

0.0
1.0
0.9

強い信念

Ⅵ．人材の取り組み
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Ｑ27．�グローバル経営環境の激しい変化によって、企業に必要な人材の変化のサイクルが短期化される中、常
にベストな人材で会社を満たすために必要なこととして、重要なものを3つ以内でお答えください。

18.2
41.2
40.7

18.2
16.1
16.1

81.8
91.8
91.6

36.4
24.2
24.5

27.3
16.5
16.8

81.8
64.0
64.5

0.0
3.6
3.5

100％806040200

継続的な新卒採用

継続的なキャリア採用

人材育成の強化

キャリア意識の向上

雇用流動性の向上

人材多様性の向上

その他

全体（n＝428） 日本企業（n＝417） 外資系企業（n＝11）

2012年度調査
（n＝425）

2009年度調査
（n＝391）

2008年度調査
（n＝379）

日本企業（上場）
（n＝354）

日本企業（未上場）
（n＝61）

外資系企業
（n＝10）

0 20 40 60 80％

経営意思決定の質の向上

経営意思決定の迅速性の向上

経営意思決定の透明性の向上

長期的な企業価値の向上

コンプライアンス（法令順守）
体制の強化

CEOの暴走・独断専行の抑止、
必要な場合の解任

その他

80.0
55.7

44.9

20.0
24.6
21.5

70.0
60.7
61.6

60.0
52.5

63.8

50.0
49.2

66.4

0.0
4.9
4.0

0.0
4.9

0.6

56.2
57.3

47.3

31.7
23.5
21.9

68.3
62.9
61.6

56.5
62.1

73.4
67.8

63.5

5.8
5.1
4.0

0.5
0.5
1.2

経営意思決定の質の向上

経営意思決定の迅速性の向上

経営意思決定の透明性の向上

長期的な企業価値の向上

コンプライアンス（法令順守）
体制の強化

CEOの暴走・独断専行の抑止、
必要な場合の解任

その他

0 20 40 60 80％

Q28（1）．�外国人株主比率が高まる中、コーポレート・ガバナンス改革の目的・コンセプトとして重視すべきこと
について、重要なものから3つ以内でお答えください。

Ⅶ．コーポレート・ガバナンスについて
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Q28（2）．�ステークホルダーについて、経営として、これまで重視してきた主体、また今後重視する主体につい
て、それぞれ、重要度の高いものから順に3つ以内でお答えください。

Q28（3）．�ステークホルダーについて、経営に対して、これまで強い発言力を持っていた主体、また今後強い発
言力を持つと思われる主体について、それぞれ、発言の強さの大きなものから順に3つ以内でお答
えください。

100％806040200 100％806040200

投資家

顧客
（消費者）

取引先銀行

取引先企業

従業員

グループ企業

地域・社会

その他

これまで重視してきた
ステークホルダー
（n=410）

今後重視する
ステークホルダー
（n=409）

投資家

顧客
（消費者）

取引先銀行

取引先企業

従業員

グループ企業

地域・社会

その他

2012年度調査 
（n=409）

2009年度調査 
（n=370）

〈今後重視するステークホルダー〉

63.3
64.4

74.3
73.7

6.8
13.7

33.7
36.6

76.5
73.2

5.1
4.4

26.9
20.2

4.6
4.4 

65.7
63.3

77.8
74.3

7.3
6.8

30.5
33.7

78.4
76.5

5.1
5.1

17.8
26.9

2.2
4.6

80％6040200

個人投資家

機関投資家
（日本）

機関投資家
（海外）

顧客
（消費者）

取引先銀行

従業員

地域・社会

取引先企業

グループ企業

その他

個人投資家

機関投資家
（日本）

機関投資家
（海外）

顧客
（消費者）

取引先銀行 

従業員

地域・社会 

取引先企業

グループ企業

その他

これまで強い発言力を持っていた
ステークホルダー（n＝401）

今後強い発言力を持つと思われる
ステークホルダー（n＝400）

80％6040200

日本企業（上場）
（n＝330）

日本企業（未上場）
（n＝62）

〈今後強い発言力を持つステークホルダー〉

外資系企業
（n＝8）

27.3
23.7

0.0 22.6
28.8

0.0 25.8
44.8

50.0
6.529.4

75.059.7
57.0

12.519.4
23.0

50.0
40.329.1

62.5
56.531.2

0.0
12.9

5.8

37.5
19.421.5

12.5
12.9

7.3

41.0
39.4

26.3
17.7

57.8
56.9

22.3
30.9

31.3
36.9

35.8
38.9

6.8
8.5

21.5
14.2

8.3
8.0
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Q28（4）.�経営指標について、これまで重視してきたものと、今後重視するものを重要度の高いものから順にそ
れぞれ3つ以内でお答えください。

Q28（5）．�貴社の取締役の人数は何人ですか。そのうち「社外取締役」と「外国人取締役」の人数は何人ですか。
また経営諮問委員会やアドバイザリーボード等を導入している場合、その人数もお答えください。

60.0
38.753.6

80.0
85.5
84.3

20.0
21.0

17.2
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企業講演

○	テーマ：「Management	of	Sustainability	(MOS)と四次元経営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－グローバル時代の経営戦略－」

	 講師：三菱ケミカルホールディングス	取締役社長　小林	喜光	氏

○	テーマ：「ユニ・チャームのグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：ユニ・チャーム　取締役社長執行役員　高原	豪久	氏

○	テーマ：「IBMのグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：日本アイ・ビー・エム株式会社　取締役社長　橋本	孝之	氏

○	テーマ：「ヤマトホールディングスのグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：ヤマトホールディングス株式会社　取締役社長　木川	眞	氏

○	テーマ：「コマツのグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：株式会社小松製作所　取締役社長兼CEO　野路	國夫	氏

○	テーマ：「富士フイルムホールディングスのグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：富士フイルムホールディングス株式会社　取締役社長CEO　古森	重隆	氏

○	テーマ：「グローバル化時代の経営戦略」

	 講師：株式会社ニトリホールディングス　取締役社長　似鳥	昭雄	氏

○	テーマ：「日産のグローバル化時代の経営戦略」

	 講師：日産自動車株式会社　取締役	最高執行責任者　志賀	俊之	氏

○	テーマ：「ブリヂストンのグローバル経営」

	 講師：株式会社ブリヂストン　取締役会長　荒川	詔四	氏

○	テーマ：「Continuous	Transformation	of	Royal	DSM」

	 講師：CEO/Chairman	Managing	Board	Royal	DSM　	Mr.	Feike	Sijbesma

2011～12年度
経営改革委員会 ヒアリング一覧
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専門家講演

○	テーマ：「グローバル化時代の知財戦略」

	 講師：特許庁長官　岩井	良行	氏

○	テーマ：「グローバル時代の“ビジネスモデル”イノベーション」

	 講師：特定非営利活動法人　産学連携推進機構　理事長　妹尾	堅一郎	氏

○	テーマ：「グローバル化時代の日本企業のコーポレートガバナンス」

	 講師：東京経済大学経営学部　教授　若杉	敬明	氏

○	テーマ：「企業の経済性と非経済的価値観の適切なバランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～グローバル化時代を勝ち抜く経営戦略～」

	 講師：経済産業研究所　コンサルティングフェロー　藤井	敏彦	氏

○	テーマ：「持続可能性を求めるグローバル化競争を勝ち抜く企業経営

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～企業の価値創造活動と統合報告～」

	 講師：早稲田大学知的資本研究会　上級顧問　花堂	靖仁	氏

※役職は全て講演実施当日のものです。
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委員長

	 小　林　喜　光	 （三菱ケミカルホールディングス　取締役社長）

副委員長

	 大八木　成　男	 （帝人　取締役社長執行役員）

	 鈴　木　弘　治	 （髙島屋　取締役社長）

	 高　原　豪　久	 （ユニ・チャーム　取締役社長執行役員）

	 橋　本　孝　之	 （日本アイ・ビー・エム　取締役会長）

	 程　　　近　智	 （アクセンチュア　取締役社長）

	 松　尾　憲　治	 （明治安田生命保険　執行役社長）

委員

	 青　木　　　寧	 （花王　執行役員）

	 芦　田　　　弘	 （Ashida	Consulting	Co.　取締役社長）

	 麻　生　修　司	 （富士ゼロックス　執行役員）

	 荒　尾　泰　則	 （新日本有限責任監査法人　副理事長）

	 荒　川　詔　四	 （ブリヂストン　取締役会長）

	 有　田　喜一郎	 （群栄化学工業　取締役副社長）

	 飯　村　愼　一	 （光陽電気工事　取締役社長）

	 生　田　正　治	 （商船三井　最高顧問）

	 伊佐山　建　志	 （大日本スクリーン製造　社外取締役）

	 石　井　健太郎	 （石井食品　取締役会長）

	 泉　谷　直　木	 （アサヒグループホールディングス　取締役社長兼ＣＯＯ）

	 伊　藤　秀　俊	 （オックジフキャピタルマネジメント　顧問）

	 稲　川　広　幸	 （ＪＡＬＵＸ　特別顧問）

	 井　上　　　健	 （日本電設工業　取締役会長）

	 井　上　陽　介	 （グロービス　マネジング・ディレクター）

	 入　江　仁　之	 （シスコシステムズ　専務執行役員）

	 岩　部　金　吾	 （文化シヤッター　取締役会長）

	 岩　本　敏　男	 （ＮＴＴデータ　取締役社長）

	 上　野　守　生	 （プロネクサス　取締役会長）

	 浮　田　萌　男	 （竹中工務店　顧問）

	 牛　尾　志　朗	 （ウシオライティング　取締役会長）

	 薄　井　充　裕	 （日本政策投資銀行　設備投資研究所長）

	 内　田　士　郎	 （プライスウォーターハウスクーパース　取締役会長）

	 梅　澤　高　明	 （A.T.	カーニー　日本代表・グローバル取締役会メンバー）

Ⅲ．2012年度 経営改革委員会 名簿
	 （敬称略、2013年3月末現在）
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	 梅　村　　　充	 （ヤマハ　取締役社長）

	 浦　上　　　浩	 （リョービ　取締役会長）

	 浦　田　晴　之	 （オリックス　取締役兼代表執行役副社長　グループCFO）

	 榎　本　　　隆	 （ＮＴＴデータ　顧問）

	 大　岡　　　哲	 （大岡記念財団　理事長）

	 大　賀　昭　雄	 （東通産業　取締役社長）

	 大河原　愛　子	 （ジェーシー・コムサ　取締役会長）

	 大　戸　武　元	 （ニチレイ　相談役）

	 大　西　　　賢	 （日本航空　取締役会長）

	 岡　田　伸　一	 （ＪＦＥホールディングス　取締役副社長）

	 岡　本　　　潮	 （東急不動産　取締役副社長執行役員）

	 小　野　俊　彦	 （日新製鋼　相談役）

	 柿　本　寿　明	 （日本総合研究所　シニアフェロー）

	 加　藤　　　奐	 （京王電鉄　取締役会長）

	 加　藤　義　孝	 （新日本有限責任監査法人　理事長）

	 鎌　田　英　治	 （グロービス　執行役員）

	 川　合　正　矩	 （日本通運　取締役会長）

	 川　名　浩　一	 （日揮　取締役社長）

	 河　原　茂　晴	 （KPMG	FAS〈KPMG	Japan〉　エグゼクティブ）

	 川　村　　　治	 （テー・オー・ダブリュー　取締役会長）

	 木　村　廣　道	 （ライフサイエンスマネジメント　取締役社長）

	 國　部　　　毅	 （三井住友銀行　頭取）

	 桑　原　道　夫	 （ダイエー　取締役社長）

	 剣　持　　　忠	 （メンバーズ　取締役社長）

	 小　泉　周　一	 （千代田商事　取締役社長）

	 小　泉　光　臣	 （日本たばこ産業　取締役社長）

	 小　出　寛　治	 （ＮＴＴファイナンス　顧問）

	 河　野　栄　子	 （ＤＩＣ　社外取締役）

	 幸　本　智　彦	 （アクサ生命保険　取締役代表執行役副社長）

	 古　賀　信　行	 （野村證券　取締役会長）

	 小　坂　達　朗	 （中外製薬　取締役社長　最高執行責任者）

	 小　柴　満　信	 （ＪＳＲ　取締役社長）

	 昆　　　政　彦	 （住友スリーエム　取締役）

	 斉　藤　　　惇	 （日本取引所グループ　取締役兼代表執行役グループCEO）

	 斎　藤　聖　美	 （ジェイ・ボンド東短証券　取締役社長）

	 斎　藤　博　明	 （ＴＡＣ　取締役社長）

	 佐　川　恵　一	 （リクルートホールディングス　取締役執行役員）

	 佐々木　　　迅	 （ＱＶＣジャパン　取締役社長）

	 佐　藤　　　葵	 （ジェムコ日本経営　取締役社長）

	 澤　　　尚　道	 （グローバル	コラボ	エルエルシー　共同代表　CEO）
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	 澤　野　正　明	 （シティユーワ法律事務所　シニアパートナー）

	 椎　野　孝　雄	 （野村総合研究所　理事）

	 品　川　泰　一	 （ユーキャン　取締役社長）

	 篠　田　紘　明

	 志　村　康　昌	 （ＵＣＣホールディングス　取締役副社長）

	 ノルベール・ジュエ	 （ロンバー・オディエ信託　代表取締役）

	 正　田　　　修	 （日清製粉グループ本社　名誉会長相談役）

	 新　宅　祐太郎	 （テルモ　取締役社長）

	 陳　野　浩　司	 （ナティクシス日本証券　マネージング・ディレクター）

	 神　農　雅　嗣	 （セレコーポレーション　取締役社長）

	 杉　江　和　男	 （ＤＩＣ　取締役会長）

	 杉　本　　　伸	 （アミューズ　取締役）

	 杉　元　崇　将	 （ポジティブドリームパーソンズ　取締役社長）

	 杉　本　迪　雄	 （ＮＴＴコムウェア　取締役相談役）

	 鈴　木　孝　男	 （三菱ふそうトラック・バス　取締役会長）

	 鈴　木　登　夫	 （日立物流　代表執行役社長兼取締役）

	 錢　高　一　善	 （錢高組　取締役社長）

	 錢　高　久　善	 （錢高組　取締役専務役員）

	 瀨　山　昌　宏	 （インターエックス　取締役社長）

	 曽　谷　　　太	 （ソマール　取締役社長）

	 高　橋　　　亨	 （グロービス　マネジング・ディレクター）

	 宅　　　清　光	 （三機工業　相談役）

	 田久保　善　彦	 （グロービス経営大学院大学　常務理事）

	 竹　中　裕　之	 （住友電気工業　取締役副社長）

	 橘　　　憲　正	 （タチバナエステート　取締役会長）

	 田　中　　　豊	 （アートグリーン　取締役社長）

	 田　沼　千　秋	 （グリーンハウス　取締役社長）

	 田　幡　直　樹	 （エム・アイ・コンサルティンググループ　会長）

	 團　　　宏　明	 （情報通信総合研究所　理事長）

	 アンドレアス・ヨハネス・ダンネンバーグ	（アド・メディア　取締役社長）

	 手　納　美　枝	 （アカシアジャパン・デルタポイント　代表取締役）

	 土　居　征　夫	 （城西大学　イノベーションセンター所長）

	 同　前　雅　弘	 （大和証券グループ本社　顧問）

	 鳥　越　慎　二	 （アドバンテッジリスクマネジメント　取締役社長）

	 長　瀬　朋　彦	 （イマジカ・ロボット	ホールディングス　取締役社長）

	 長　門　正　貢	 （シティバンク銀行　取締役会長）

	 中　西　義　之	 （ＤＩＣ　取締役社長執行役員）

	 中　野　宏　信	 （シティック・キャピタル・パートナーズ・ジャパン・リミテッド　日本代表兼シニアマネ

ージングディレクター）

	 中　村　公　一	 （山九　取締役社長）
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	 中　村　哲　也	 （ＳＭＫ　取締役会長）

	 中　村　正　己	 （日本能率協会　理事長）

	 西　村　　　豊	 （リシュモン	ジャパン　取締役社長）

	 似　鳥　昭　雄	 （ニトリホールディングス　取締役社長）

	 野　口　忠　彦	 （大林組　取締役	副社長執行役員）

	 野　本　弘　文	 （東京急行電鉄　取締役社長）

	 乗　越　厚　生	 （星光ＰＭＣ　取締役社長）

	 畑　川　高　志	 （オリバーワイマングループ　シニア・アドバイザー）

	 濱　口　敏　行	 （ヒゲタ醤油　取締役社長）

	 林　　　明　夫	 （開倫塾　取締役社長）

	 原　　　丈　人	 （デフタ　パートナーズ　グループ会長）

	 原　田　泳　幸	 （日本マクドナルドホールディングス　取締役会長兼社長兼CEO）

	 原　田　昇　三	 （大林組　取締役副社長執行役員）

	 春　田　　　真	 （ディー・エヌ・エー　取締役会長）

	 半　田　純　一	 （マネジメント・ウィズダム・パートナーズ・ジャパン　取締役社長）

	 日　隈　寛　和	 （日本アルテラ　取締役社長）

	 日比谷　　　武	 （富士ゼロックス　常勤監査役）

	 平　井　幹　久	 （イデラキャピタルマネジメント　取締役会長）

	 平　井　康　文	 （シスコシステムズ　執行役員社長）

	 ハリー・Ａ・ヒル	 （オークローンマーケティング　取締役社長）

	 廣　瀬　　　修	 （サーベラス　ジャパン　アドバイザリー	ボード	ヴァイス	チェアマン）

	 グレン・S・フクシマ	 （Center	for	American	Progress　シニア・フェロー）

	 藤　井　清　孝	 （ベタープレイス・ジャパン　取締役社長）

	 藤　井　俊　一	 （藤井事務所　代表取締役）

	 藤　岡　　　誠	 （日本軽金属　取締役専務執行役員）

	 藤　崎　清　孝	 （オークネット　取締役社長）

	 藤　本　邦　明	 （アーンスト・アンド・ヤング・アドバイザリー　取締役会長）

	 舩　越　真　樹	 （インフォメーション・ディベロプメント　取締役社長）

	 船　橋　　　仁	 （ICMG　取締役社長）

	 古　田　英　明	 （縄文アソシエイツ　代表取締役）

	 堀　口　智　顕	 （サンフロンティア不動産　取締役社長）

	 本　田　桂　子	 （マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン　ディレクター）

	 松　居　克　彦	 （松居アソシエイツ　代表）

	 松　井　秀　文	 （ゴールドリボン・ネットワーク　理事長）

	 松　岡　　　昇	 （DHLサプライチェーン　取締役副社長）

	 松　島　訓　弘	 （電通　取締役執行役員）

	 松　村　謙　三	 （プリヴェ企業再生グループ　取締役会長）

	 水　越　さくえ	 （セブン＆アイ・ホールディングス　顧問）

	 水　留　浩　一	 （ワールド　常務執行役員）

	 峰　岸　真　澄	 （リクルートホールディングス　取締役社長）
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	 蓑　田　秀　策	 （KKRジャパン　取締役社長）

	 武　藤　英　二	 （民間都市開発推進機構　理事長）

	 村　上　雅　彦	 （日興アセットマネジメント　取締役副社長）

	 村　瀬　治　男	 （キヤノンマーケティングジャパン　取締役会長）

	 森　　　正　勝	 （国際大学　理事）

	 森　　　康　明	 （インフィニオンテクノロジーズジャパン　取締役社長）

	 森　川　　　智	 （ヤマト科学　取締役社長）

	 森　川　徹　治	 （ディーバ　取締役社長）

	 八　木　和　則	 （横河電機　顧問）

	 安　田　育　生	 （ピナクル　取締役会長兼社長兼CEO）

	 安　田　結　子	 （ラッセル・レイノルズ・アソシエイツ・ジャパン・インク　マネージング・ディレクター/

日本代表）

	 安　永　雄　彦	 （島本パートナーズ　取締役社長）

	 矢　原　史　朗	 （ベインキャピタル・ジャパン　オペレーティングパートナー）

	 山　添　　　茂	 （丸紅　取締役専務執行役員）

	 山　田　匡　通	 （イトーキ　取締役会長）

	 山　中　信　義	 （ナブテスコ　社外取締役）

	 山　梨　広　一	 （マッキンゼー・アンド・カンパニー・インコーポレイテッド・ジャパン　ディレクター）

	 山　本　公　哉	 （朝日ネット　取締役社長）

	 山　本　裕　二	 （山本裕二事務所　公認会計士）

	 横　倉　　　隆	 （トプコン　相談役）

	 横　山　進　一	 （住友生命保険　取締役会長）

	 吉　川　勝　久	 （KNT-CTホールディングス　取締役会長）

	 吉　沢　正　道	 （ロングリーチグループ　代表取締役）

	 吉　田　雅　俊	 （日税ビジネスサービス　取締役社長〈CEO〉）

	 吉　永　達　世	 （つばさエンタテインメント　代表取締役）

	 吉　原　　　文	 （東京鐵鋼　取締役社長）

	 林　原　行　雄	 （シティグループ・ジャパン・ホールディングス　常任監査役）

	 ヨッヘン・レゲヴィー	 （ＣＮＣ	JAPAN　取締役社長）

以上179名

事務局

　篠　塚　　　肇	 （経済同友会　政策調査第2部　部長）

　石　窪　　　章	 （経済同友会　政策調査第2部　マネジャー）

	


